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【出典】第74回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/6/28) 資料2(抜粋)
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_02.pdf

◼ 第74回（2022年6月28日）本委員会にて課題提起した検討事項③について、第76回（2022年8月23日）
で提案した方針に基づきデータ集約・分析を行ったため、内容について報告する。

本日の議論の対象

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_02.pdf
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◼ 確率論的必要供給予備力算定手法において、需給変動データは、主に気温影響による「需要の変動」、および電
源の計画外停止や出水、日射量、風況の変動等による「供給力の変動」を考慮のうえ、必要供給予備力を算定
する。

【出典】第30回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2018/chousei_jukyu_30_haifu.html

【出典】第40回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3

今回分析箇所

（参考）過去資料による振り返り

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2018/chousei_jukyu_30_haifu.html
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◼ 計画外停止率は、8760hの発電可能量(分母)に対する、計画外停止及び出力抑制により減少した発電可能量
(分子)の割合で算定している。

◼ また、供給信頼度評価における計画外停止率は、至近3ヵ年の実績を採用し、3年周期で見直している。

【出典】第40回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2019/6/10) 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/2019_chousei_jukyu_40_haifu.html

（参考）過去資料による振り返り

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/2019_chousei_jukyu_40_haifu.html


5（参考）過去資料による振り返り

◼ 現在の計画外停止の対象範囲では、数日後に運転制約・停止を見込む場合には計画外停止と扱えないなど課題
がある。

【出典】第74回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/6/28) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_74_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_74_haifu.html
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【出典】第74回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/6/28) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_74_haifu.html

◼ 事業者の実務負担も考慮して集約方法を前スライドの通り決定しているが、本来は供給計画時点からやむを得ず増
加した停止量を計画外停止と扱うことが望ましいことから、第76回本委員会にて新たな分析手法を提案。

（参考）過去資料による振り返り

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_74_haifu.html
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【出典】第76回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/8/23) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_76_haifu.html

（参考）過去資料による振り返り

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_76_haifu.html
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【出典】第76回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/8/23) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_76_haifu.html

（参考）過去資料による振り返り

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_76_haifu.html
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【出典】第76回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/8/23) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_76_haifu.html

（参考）過去資料による振り返り

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_76_haifu.html


10（参考）過去資料による振り返り

【出典】第76回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/8/23) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_76_haifu.html

◼ 提案内容について了承いただいたため、発電事業者に対し１年前倒しでデータ集約を実施。

◼ データ分析結果について報告する。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_76_haifu.html
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◼ 現在EUE算定に用いている計画外停止率は以下の通り。

◼ 再エネ（太陽光・風力）は、EUE算定時の出力比率に計画外停止が考慮されているため、計画外停止率は考慮し
ていない。

前回調査結果
(2017～2019)

今回調査結果
(2019～2021)

備考

火 力 2.5%

事業者データによる分析結果より
水
力

揚 水 1.6%

自流・調整池式 5.0%

貯水式 0.5%

原子力 2.5% 火力の計画外停止率を準用

再
エ
ネ

太陽光 ― EUE算定時の出力比率に計画外
停止等が考慮されているため、
計画外停止率は設定しない。風 力 ―

地 熱 2.5% 火力の計画外停止率を準用

今回分析箇所

[計画外停止率]

③計画外停止の考え方

～ 現在の計画外停止率について ～
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◼ 供給信頼度評価では、計画停止可能量を供給計画における計画停止量から算定しているため、計画外停止量は、
供給計画時点から実需給までの供給力減少量を扱うことがEUE算定上適切と考えられることから、計画外停止＝
供給計画時点からの停止・抑制の変化量（kWh）と考え方を変更した。

◼ この抽出方法は、設備トラブル・作業延長等による供給計画時点からの供給力の減少（計画外停止(＋)）と、
作業繰り延べや早期終了等による供給計画時点からの供給力の増加（計画外停止(－)）の両面を抽出している。

◼ なお、本数値は供給計画時点からの停止・抑制の変化量のため、あくまでEUE算定に用いる数値であり、純粋な
トラブル停止率ではないことに留意が必要。

◼ 以降本数値はEUE算定向け計画外停止率と明記することとする。

③計画外停止の考え方

～ 今回の計画外停止率の位置づけについて ～

作業停止実績

計画外停止時間＝発電機作業停止時間実績ー供給計画での停止予定時間

作業停止実績

計画外
停止

計画停止
(供計時点)

作業停止実績

計画停止
(供計時点)

トラブル等追加作業による停止の増
→計画外停止(＋)

作業繰り延べ等による作業の減少
→計画外停止(－)

計画外
停止

計画停止
(供計時点)

A発電機 B発電機

A発電機計画外停止(＋)

B発電機計画外停止(－)

合計の計画外停止

＋ …
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◼ 今回調査では前回調査に比べて火力合計3ヶ年平均で約4.2％増加する結果となった。（データがラップしている
2019年度データで比較しても計画外停止率が増加）

◼ 今回、供給計画時点からの停止・抑制の変化量に調査方法を変更したことに伴い、今まで抽出できていなかった計
画外停止・抑制も抽出できたと考えられる。

[EUE算定向け計画外停止率（火力）]

前回調査 2017 2018 2019 3か年平均

火力合計※ 1.6% 2.6% 3.3% 2.5%

燃
種
別

石炭 1.2% 3.3% 4.7% 3.1%

LNG 1.1% 1.8% 1.9% 1.6%

石油 9.1% 8.6% 14.2% 10.0%

※単純な燃種毎の平均ではなく、分母・分子それぞれ電力量で合計して比率を算出

今回調査 2019 2020 2021 3か年平均

火力合計※ 5.3% 6.7% 8.2% 6.7%

燃
種
別

石炭 6.0% 5.4% 9.4% 6.9%

LNG 4.2% 6.4% 5.6% 5.4%

石油 20.6% 26.1% 31.5% 26.1%

③計画外停止の考え方

～ EUE算定向け計画外停止率算出結果及び要因分析(火力) ～
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◼ 新たに計画外停止として抽出できた項目（計画外停止率が増加）のうち大きな要因として考えるものを列挙。

① 計画停止の作業延長：前回調査では翌日計画で運転予定の電源を対象としていたため、計画停止の延長
については計画外停止として扱われないが、今回は計画と実績の差分として計画外停止にカウント

② 計画外⇒計画停止への移行：設備トラブルによる停止が連続ではなく断続的に発生する場合、２度目以降
の停止は翌日計画で運転予定なしとなる（計画停止として扱われる）ため、前回調査ではカウントされない

③ 前回抽出定義の誤認（定義の難解さ）：前回調査においても、計画外停止発生以降停止が継続する場
合、当該期間すべてを計画外停止として報告すべきであるが、一部事業者において内容の誤認があり、発生
初日のみを計画外停止として報告し、２日目以降は抽出されていなかった事象も確認。これは、前回抽出定
義の難しさも発生原因の一つであると思料。

③計画外停止の考え方

～ EUE算定向け計画外停止率算出結果及び要因分析(火力) ～

＜要因①の具体例：A発電機＞

供給計画時点での停止予定：360時間
2019/5/25 0:00 ～ 2019/6/9 0:00

停止実績：408時間
2019/5/25 0:00 ～ 2019/6/11 0:00

差分48時間（２日間）
A発電機の年間の計画外停止率
約0.5%引き上げ

＜要因②の具体例：B発電機＞

停止実績（設備トラブル）：約1686時間
2019/9/30 11:05 ～ 2019/10/5 15:45
2019/10/12 9:30 ～ 2019/10/29 10:40
2019/11/20 0:00 ～ 2019/12/18 11:32
2019/12/18 13:33 ～ 2020/1/6 10:10
2020/2/14 9:00 ～ 2020/2/14 17:00
2020/2/21 9:00 ～ 2020/2/21 17:10
2020/3/14 9:00 ～ 2020/3/14 17:00
2020/3/30 9:00 ～ 2020/3/30 14:00

前回の調査では計画外停止として扱われない

供給計画時点での停止予定：なし

前回の調査では翌日運転予定であった事象のみしか抽出していない

B発電機の年間の計画外停止率
約30.2%引き上げ
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◼ 従来手法では、火力の待機停止電力量は、起動指令から定格出力までにある程度の時間を要すため、必要な時に
供給力にカウントできないことから計画外停止算定の対象外（運転時間に織り込まない）と整理。

◼ 一方で、揚水については、待機停止中であっても起動指令から定格出力到達までの時間が短く、即座に供給力とし
て見込めるため計画外停止算定対象（運転時間に織り込む）と整理していた。

＜従来手法（火力）＞

発電電力量 待機停止

電力量

計画外
停止
電力量

8,760時間

認可出力

時間[h]

計画外
出力抑制
電力量

運転時間 計画外停止

出力抑制

計画停止
電力量

待機停止中は供給力に見込めないため
分母には含めない

揚水式水力は、待機停止中も供給力として
見込めるため、分母には待機停止時間を含む

発電電力量 待機停止電力量
計画停止
電力量

計画外
停止
電力量

8,760時間

認可出力

時間[h]

出力[MW]

計画外
出力抑制
電力量

運転時間

出力抑制

運転時間とみなし

（起動後供給力にカウント可能）

＜従来手法（揚水）＞

分母

分子

分子

分母出力[MW]

③計画外停止の考え方

～ 火力における待機停止の扱いについて ～
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◼ 従来は翌日計画で稼働予定の電源を対象としていたことから、火力の待機停止電源に対して起動指令をかけても、
供給力に見込めないという整理であったが、今回、供給信頼度評価で扱うべき計画外停止については、供給計画時
点からの変化量に考え方を変更した。

◼ これまでは１日前に稼働予定であった電源を対象としていたため、考え方の整合を図り、火力の待機停止は運転時
間に見込まないとしていたが、EUE算定においては発電機の起動・停止時間の概念はないことを踏まえると、今回の計
画外停止の考え方の変更に伴い、EUE算定向け計画外停止率については、火力についても待機停止時間を運転
時間とみなす（分母に織り込む）ことが妥当ではないか。

③計画外停止の考え方

～ 火力における待機停止の扱いについて ～
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◼ なお、待機停止時間を運転時間に織り込まない場合、仮に停止量が同じであった場合でも、待機停止時間の増加
により計画外停止率が増加する。

◼ 実際に再エネの増加等により、石油火力の運転時間は顕著に低い傾向にあり、これに伴い待機停止時間が長く、
EUE算定向け計画外停止率が増加傾向にある。

◼ 待機停止時間を運転時間に織り込まない場合、今後再エネの更なる導入により、石油機以外においても運転時
間がさらに減少することで、停止量の変動がEUE算定向け計画外停止率に大きな影響を与えてしまう。

運転時間の減少により、石油機の計画
外停止率が他燃種と比べて増加傾向

集約方法変更

③計画外停止の考え方

～ 火力における待機停止の扱いについて ～

運転時間が年々減少傾向

2020,2021年度は需給ひっ迫等に
より運転時間が伸びたと考えられる

※2019年度以前と2019年度以降で運転時間の算出方法が異なるため、
2019年度データで整合するように補正を実施
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◼ 待機停止時間を運転時間に見込んだ場合のEUE算定向け計画外停止率は以下の通り。

◼ 石油機については３か年平均で約15%近く減少し、火力全体の３ヶ年平均でも1.1%減少。

[EUE算定向け計画外停止率（火力）]

今回調査 2019 2020 2021 3か年平均

火力合計※ 5.3％⇒4.4％ 6.7％⇒5.5％ 8.2％⇒6.9％ 6.7％⇒5.6％

燃
種
別

石炭 6.0％⇒6.0％ 5.4％⇒5.2％ 9.4％⇒9.2％ 6.9％⇒6.8％

LNG 4.2％⇒3.4％ 6.4％⇒5.2％ 5.6％⇒4.4％ 5.4％⇒4.3％

石油 20.6％⇒6.5％ 26.1％⇒10.7％ 31.5％⇒17.9％ 26.1％⇒11.7％

凡例：待機停止を運転時間に 織り込まない⇒織り込む

③計画外停止の考え方

～ 火力における待機停止の扱いについて ～

石油機の計画外停止率が大幅に減少

※単純な燃種毎の平均ではなく、分母・分子それぞれ電力量で合計して比率を算出
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◼ 発電機経年数や認可出力別でのEUE算定向け計画外停止率は下表のとおり。

◼ 計画外停止率は設備トラブル等による大規模な（長期間の）停止・抑制により停止率が大きくなる傾向にあるた
め、設備トラブル等発生有無による年度の違いが大きく、今回の分析では経年別や認可出力による傾向までは分
析しきれなかった。

（参考）EUE算定向け計画外停止率算出結果要因分析(火力) _その他分析
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◼ 揚水、一般水力も火力と同様に2019年度データを比較すると、計画外停止率が同等ないしは増加傾向であり、
今まで抽出できていなかった計画外停止・抑制も抽出できたと考えられる。

◼ 2021年度は厳しい需給状況から、計画停止調整（繰り延べ）などの影響により、 EUE算定向け計画外停止率が
大きく減少したと考えられるが、今回の抽出手法は設備故障・作業延長等と、作業繰り延べや早期終了等など、供
給計画時点からの停止の増減を抽出しており、複数年の平均値を採用することでその影響を均平化しているため、数
値の補正や除外は行わず、３ヶ年平均値をそのまま採用することでどうか。

前回調査 2017 2018 2019 3か年平均

揚水 2.2% 1.0% 1.5% 1.6%

自流・調整池式 4.7% 5.3% 5.2% 5.0%

貯水池式 0.4% 0.5% 0.7% 0.5%

今回調査 2019 2020 2021 3か年平均

揚水 1.9% 1.5% 0.3% 1.2%

自流・調整池式 5.1% 4.5% 3.4% 4.3%

貯水池式 2.3% 2.5% 1.6% 2.1%

③計画外停止の考え方

～ EUE算定向け計画外停止率算出結果及び要因分析(揚水・一般水力) ～

[EUE算定向け計画外停止率（揚水・一般水力）]
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◼ 第76回本委員会において、自然災害および燃料制約による停止・出力抑制の計画外停止における扱いについては、
理由等を含めて調査・分析の上検討するとしていた。

【出典】第76回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/8/23) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_76_haifu.html

③計画外停止の考え方

～ 自然災害と燃料制約の扱いについて ～

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_76_haifu.html
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◼ 供給信頼度評価においては、厳気象対応分および稀頻度リスク分までを考慮しており、それを超えるような事象が
生じた場合には、休止電源等を活用した「予備電源」の枠組みが制度検討作業部会でも議論されているところ。

◼ このため、大規模災害による停止・抑制については、EUE算定向け計画外停止率から除外することとしてはどうか。

◼ この場合、容量市場では大規模災害の影響は考慮しないこととなるため、容量市場が想定していない事象が生じた
場合、予備電源等を活用することとなる。

③計画外停止の考え方

～ 大規模災害の扱いについて ～

【出典】第70回制度検討作業部会(2022/10/3) 資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/070.html

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/070.html
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H3需要想定×
夏季・冬季3%
春季・秋季2%※1

③計画外停止の考え方

～ 容量市場と予備電源のすみ分けイメージ ～

H3需要想定

厳気象対応

※3：持続的需要変動については、第77回の本委員会の整理に基づき1%⇒2%に見直し

※1：厳気象対応については、第78回の本委員会の整理に基づき確保量見直し

稀頻度リスク（N-1事象）
H3需要想定×1%（通年※2）

※2：稀頻度リスクについては、第75回の本委員会の整理に基づき通年に見直し

EUE算定対象
通常起こりえる電源の
計画外停止考慮
（設備トラブル・自然災害等）

持続的需要変動
H3需要想定×2%※3

容量市場
目標調達量

計画停止を
踏まえた追加
設備量※4

※4：追加設備量については第78回の本委員会にて2.1カ月を提案
容量停止計画の調整状況も確認のうえ判断することとしている

容量市場が想定していない事象
（大規模災害等）

予備電源の枠組み活用

偶発的
需給変動

H3需要想定×7%



24(参考)稀頻度リスクとは

◼ 稀頻度リスクとは、厳気象対応を踏まえた必要供給力を上回るリスクへの対応として整理されており、追加的な発電
機脱落や送電線故障による供給力低下率から、平年H3需要に対して1%程度とされている。

【出典】第4回電力レジリエンス等に関する小委員会(2019/3/5) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/resilience_04_shiryou.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/resilience_04_shiryou.html
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◼ 事業者調査の結果から、地震・台風など自然災害起因による計画外停止を下表の通り抽出。

◼ 毎年発生する可能性がある台風や豪雨を除き、計画外停止量が極めて大きく、大規模災害と考えられる福島県沖
地震の影響（下表黒太字）をEUE算定向け計画外停止率から控除した場合の結果を次スライドに示す。

③計画外停止の考え方

～ 大規模災害の扱いについて ～

発生年度 原因
計画外
停止電力量[GWh]

2019年度

台風15号による
系統事故

101

台風19号による
系統事故

223

2020年度

宮城県沖地震 4

茨城県沖地震 5

福島県沖地震 3,135

2021年度
日向灘地震 100

福島県沖地震 10,847

[火力]

発生年度 原因
計画外
停止電力量[GWh]

2019年度
台風19号による
設備損壊等

142

[揚水]

[一般水力]

発生年度 原因
計画外
停止電力量[GWh]

2019年度

台風19号による
設備損壊等

355

その他豪雨など 1.2

2020年度

令和2年7月豪
雨による設備損
壊等

188

その他地震など 15.7

2021年度 地震・豪雨など 8.9



26

◼ 福島県沖地震をEUE算定向け計画外停止率から控除すると、火力3か年平均で計画外停止率が0.5%減少。

◼ 次スライドにて、計画外停止電力量が比較的大きい100GWhを超える事象をEUE算定向け計画外停止率から控
除した場合についても参考で確認したが、停止率としてはほぼ変わらず、EUEへの影響は軽微であると考えられる。

◼ 以上踏まえると、例外処理は極力少ない方が望ましいため、今回は福島県沖地震の影響のみ控除することでどうか。

◼ 今後もEUE算定向け計画外停止率をローリングするタイミング（３年周期）で、自然災害による停止有無と、 EUE
算定向け計画外停止率に与える影響度合いを確認しながら、大規模災害としての除外を判断していくことでどうか。

③計画外停止の考え方

～ 大規模災害の扱いについて ～

今回調査 2019 2020 2021 3か年平均

火力合計
4.4％⇒4.4％

（0.0%）
5.5％⇒5.1％
（▲0.4%）

6.9％⇒5.8％
（▲1.1%）

5.6％⇒5.1％
（▲0.5%）

燃
種
別

石炭
6.0％⇒6.0％
（0.0%）

5.2％⇒4.1％
（▲1.1%）

9.2％⇒6.1％
（▲3.1%）

6.8％⇒5.4％
（▲1.4%）

LNG
3.4％⇒3.4％
（0.0%）

5.2％⇒5.0％
（▲0.2%）

4.4％⇒4.2％
（▲0.2%）

4.3％⇒4.2％
（▲0.1%）

石油
6.5％⇒6.5％
（0.0%）

10.7％⇒10.7％
（0.0%）

17.9％⇒17.9％
（0.0%）

11.7％⇒11.7％
（0.0%）

揚水 1.9％ 1.5％ 0.3％ 1.2％

自流・調整池式 5.1％ 4.5％ 3.4％ 4.3％

貯水池式 2.3％ 2.5％ 1.6％ 2.1％

※火力については、待機停止時間を運転時間に見込んだ場合の数値

[大規模災害による停止・抑制がEUE算定向け計画外停止率に与える影響（福島県沖地震のみ控除）]

揚水・一般水力は大規模災害による控除対象なし

凡例：大規模災害控除前⇒控除後
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◼ 毎年発生する可能性がある台風や豪雨も含め、計画外停止電力量が100GWhを超える事象（下表黒太字）
について、すべてEUE算定向け計画外停止率から控除した場合の結果についても参考で確認。

③計画外停止の考え方

～（参考）大規模災害の扱いについて ～

発生年度 原因
計画外
停止電力量[GWh]

2019年度

台風15号による
系統事故

101

台風19号による
系統事故

223

2020年度

宮城県沖地震 4

茨城県沖地震 5

福島県沖地震 3,135

2021年度
日向灘地震 100

福島県沖地震 10,847

[火力]

発生年度 原因
計画外
停止電力量[GWh]

2019年度
台風19号によ
る設備損壊等

142

[揚水]

発生年度 原因
計画外
停止電力量[GWh]

2019年度

台風19号によ
る設備損壊等

355

その他豪雨など 1.2

2020年度

令和2年7月豪
雨による設備損
壊等

188

その他地震など 15.7

2021年度 地震・豪雨など 8.9

[一般水力]
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◼ 福島県沖地震による停止・抑制のみを控除した場合と比較すると、3ヶ年平均では火力・揚水は数値変わらず、一般
水力で0.1～0.2%計画外停止率が減少する結果となる。

◼ 一般水力の設備容量は火力に比べ小さく、EUEへの影響は軽微と考えられる。

③計画外停止の考え方

～（参考）大規模災害の扱いについて ～

今回調査 2019 2020 2021 3か年平均

火力合計
4.4％⇒4.3％
（▲0.1%）

5.5％⇒5.1％
（▲0.4%）

6.9％⇒5.8％
（▲1.1%）

5.6％⇒5.1％
（▲0.5%）

燃
種
別

石炭
6.0％⇒6.0％
（0.0%）

5.2％⇒4.1％
（▲1.1%）

9.2％⇒6.1％
（▲3.1%）

6.8％⇒5.4％
（▲1.4%）

LNG
3.4％⇒3.3％
（▲0.1%）

5.2％⇒5.0％
（▲0.2%）

4.4％⇒4.2％
（▲0.2%）

4.3％⇒4.2％
（▲0.1%）

石油
6.5％⇒6.5％
（0.0%）

10.7％⇒10.7％
（0.0%）

17.9％⇒17.9％
（0.0%）

11.7％⇒11.7％
（0.0%）

揚水
1.9％⇒1.8％
（▲0.1%）

1.5％⇒1.5％
（0.0%）

0.3％⇒0.3％
（0.0%）

1.2％⇒1.2％
（0.0%）

自流・調整池式
5.1％⇒4.6％
（▲0.5%）

4.5％⇒4.2％
（▲0.3%）

3.4％⇒3.4％
（0.0%）

4.3％⇒4.1％
（▲0.2%）

貯水池式
2.3％⇒2.1％
（▲0.2%）

2.5％⇒2.4％
（▲0.1%）

1.6％⇒1.6％
（0.0%）

2.1％⇒2.0％
（▲0.1%）

凡例：大規模災害控除前⇒控除後※火力については、待機停止時間を運転時間に見込んだ場合の数値

[（参考）大規模災害による停止・抑制がEUE算定向け計画外停止率に与える影響（100GWh超の影響控除）]
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◼ 容量市場のリクワイアメントにおいて、需給ひっ迫時は燃料制約により応札できる容量を減少することはできない（需
給ひっ迫時は供給力として活用可能）ため、燃料制約を供給信頼度評価に織り込むことは過大評価となる恐れ。

◼ また、EUE算定は確率的に需要変動や計画外停止をシミュレーションすることで必要設備量(kW)を求めており、燃
料制約による停止・抑制量を計画外停止率に織り込んだ場合、必要設備量(kW)が増加することになる。

◼ しかしながら、発電設備量(kW)を増やしたとしても、実需給において燃料不足が発生した場合、発電電力量
(kWh)を増やすことはできないため、必要供給力を求めるEUEに燃料の観点を織り込むことは不適合であることか
ら、燃料制約による停止・抑制は、EUE算定向け計画外停止率算定から除外することでどうか。

◼ なお、燃料確保の観点については、リスクヘッジや、予見性の向上などについて、国の作業部会等で別途議論されてい
るところ。また、発電事業者や小売電気事業者などに適正な供給力（kWh）確保や余力の管理を促すことを目的と
した、燃料に基づく供給力を確認する「kWhモニタリング（2か月先の見通し）」の取り組みも開始している。

③計画外停止の考え方

～ 燃料制約の扱いについて ～

【出典】広域機関HP 容量市場説明会資料～容量市場におけるリクワイアメント・アセスメント・ペナルティの概要～より抜粋
https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/210224_requirement_gaiyo.pdf

https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/210224_requirement_gaiyo.pdf
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【出典】第1回 あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会(2022/7/19) 資料5
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/001.html

(参考)あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会
の検討事項

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/001.html
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【出典】広域機関HP 2022年度夏季の電力需給モニタリング kWhモニタリングの結果について より
https://www.occto.or.jp/oshirase/shiji/files/20220916_kWh.pdf

(参考)kWhモニタリングについて

https://www.occto.or.jp/oshirase/shiji/files/20220916_kWh.pdf
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◼ 事業者調査の結果、燃料制約による停止・抑制量と考えられる内容は以下の通り。

◼ 主には入船遅延および燃料在庫の関係が要因となっている。また、2020年度、2021年度については需給ひっ迫の
影響から燃料在庫低・燃料購入計画による燃料制約の量が多いことがわかる。

③計画外停止の考え方

～ 燃料制約の扱いについて ～

発生年度 原因 計画外停止電力量[GWh]

2019年度
入船遅延等 290

共同火力ガス量減等 1,564

2020年度

入船遅延等 1,217

燃料在庫低 7,533

燃料購入計画に合わせた燃料制約 2,762

共同火力ガス量減等 1,183

2021年度

入船遅延等 187

燃料在庫低 1,591

燃料購入計画に合わせた燃料制約 7,690

共同火力ガス量減等 767

[火力]

[揚水・一般水力] なし
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◼ 大規模災害に加えて、燃料制約による停止・抑制を控除すると下表のとおり。

◼ 前述の通り、燃料制約による停止・抑制については、EUE算定向け計画外停止率算定から控除することでどうか。

③計画外停止の考え方

～ 燃料制約の扱いについて ～

今回調査 2019 2020 2021 3か年平均

火力合計
4.4％⇒4.2％
（▲0.2%）

5.1％⇒3.9％
（▲1.2%）

5.8％⇒4.7％
（▲1.1%）

5.1％⇒4.3％
（▲0.8%）

燃
種
別

石炭
6.0％⇒5.9％
（▲0.1%）

4.1％⇒4.0％
（▲0.1%）

6.1％⇒5.9％
（▲0.2%）

5.4％⇒5.3％
（▲0.1%）

LNG
3.4％⇒3.1％
（▲0.3%）

5.0％⇒3.3％
（▲1.7%）

4.2％⇒3.5％
（▲0.7%）

4.2％⇒3.3％
（▲0.9%）

石油
6.5％⇒6.5％
（0.0%）

10.7％⇒9.5％
（▲1.2%）

17.9％⇒10.3％
（▲7.6%）

11.7％⇒8.8％
（▲2.9%）

揚水 1.9％ 1.5％ 0.3％ 1.2％

自流・調整池式 5.1％ 4.5％ 3.4％ 4.3％

貯水池式 2.3％ 2.5％ 1.6％ 2.1％

凡例：燃料制約控除前⇒控除後

※大規模災害による停止・抑制実績控除後
火力については、待機停止時間を運転時間に見込んだ場合の数値

[燃料制約による停止・抑制がEUE算定向け計画外停止率に与える影響]

揚水・一般水力は燃料制約による控除対象なし
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◼ EUE算定向け計画外停止率の分析結果をまとめると下表のとおり。

◼ 大規模な設備故障があると停止率は著しく増加する一方、需給影響などにより作業繰り延べ等が多く発生すると停
止率は減少するため、年度による数値のばらつきがあり、今後も複数年のデータを抽出することが重要。
他方、第78回本委員会において計画停止可能量の見直しについても議論しているが、計画停止が十分に確保され
ればEUE算定向け計画外停止率は減少していくと考えられるため、いたずらに過去のデータを累積することも不適か。

◼ 以上より、今後も３年周期でデータを集約・分析することでどうか。

◼ なお、本数値は供給計画時点からの停止・抑制の変化量であり、純粋なトラブル停止率ではないことから、あくまで
EUE算定に用いる数値であり、他の用途で用いる場合には注意が必要。

EUE算定向け計画外停止率
前回調査結果

(2017～2019)
今回調査結果

(2019～2021)
備考

火 力 2.5% 4.3%

事業者データによる分析結果より
水
力

揚 水 1.6% 1.2%

自流・調整池式 5.0% 4.3%

貯水式 0.5% 2.1%

原子力 2.5% 4.3% 火力の計画外停止率を準用

再
エ
ネ

太陽光 ― ― EUE算定時の出力比率に計画外
停止等が考慮されているため、
計画外停止は設定しない。風 力 ― ―

地熱・バイオマス 2.5% 4.3% 火力の計画外停止率を準用

③計画外停止の考え方

～ 分析結果まとめ ～



35（参考）至近の本委員会の議論状況（計画停止可能量について）

【出典】第78回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html


36（参考）至近の本委員会の議論状況（計画停止可能量について）

【出典】第78回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html


37（参考）再エネ・揚水等の供給力評価

◼ 再エネ・揚水等の供給力評価は、「安定電源のみ」での必要供給力を基準として、再エネ・揚水等の有無による必
要供給力の差を安定電源代替価値として評価している。

◼ この基準として算定している「安定電源のみ」での必要供給力（下図左側）は、発電機の計画外停止率も考慮し
て算定している。

【出典】第53回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2020/9/3) 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_53_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_53_haifu.html
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EUE算定向け計画外停止率変更による供給信頼度評価への影響について
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【出典】第58回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_58_haifu.html

◼ 現状の供給信頼度基準である0.048kWh/kW・年は、「現状レベル」を下回らないことと整理し、LOLP(0.3日
/月)と同水準である必要供給予備率7%(夏季・冬季10%)から算出しており、発電機計画外停止率は2017
年度諸元（火力では計画外停止率2.6%）を使用している。

③計画外停止の考え方

～ EUE算定向け計画外停止率変更による供給信頼度評価への影響について ～

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_58_haifu.html
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◼ 今回の分析により、計画外停止率が増加した。この最大の要因は抽出方法の見直しであり、至近3年間で計画外停
止率が著しく増加したとは言えず、過去データにおいても同等の計画外停止率であった可能性が高い。

◼ このため、供給信頼度評価基準算定に立ち返り、今回分析したEUE算定向け計画外停止率にて、供給信頼度基
準を見直すべきではないか。（下図案B）

◼ なお、今回上記整理とした場合でも、今後、同様の調査方法でEUE算定向け計画外停止率が変化していく場合に
は、信頼度基準ではなく、必要供給力算定に反映すべきではないか。（下図案A）

③計画外停止の考え方

～ EUE算定向け計画外停止率変更による供給信頼度評価への影響について ～

必要供給力
107%（春・秋）
110%（夏・冬）

前提条件

EUE基準変わらず
0.048kWh/kW・年

EUE基準見直し
●●kWh/kW・年

計画外停止率
今回分析値に見直し
（火力4.3%）

計画外停止率
変更しない
（火力2.6%）

信頼度基準 必要供給力

必要供給力見直し
●●%

計画外停止率
今回分析値に見直し
（火力4.3%）

計画外停止率
（火力4.3%）

必要供給力変わらず
107%（春・秋）
110%（夏・冬）

※稀頻度・厳気象対応に
ついては、至近の議論状況
の中で見直し予定

案A

案B

※算定する年度による諸元の
見直しにより数値は変わり得る



41③計画外停止の考え方

～ EUE算定向け計画外停止率変更による厳気象対応分への影響について ～

◼ 厳気象対応は、需要側では10年に一度の厳気象を考慮し、供給力側では計画段階で確保した供給力が実需給ま
でに計画外停止で減少することも考慮して算定している。

◼ 今回見直したEUE算定向け計画外停止率は純粋なトラブル停止率ではなく、供給計画時点からの変化量である。
厳気象が発生する状況においては、発電機の補修調整（作業中止要請）など、運用において対応可能な部分もあ
ると考えると、厳気象に限定した場合は、供給計画時点からの変化率（火力4.3%）を用いるのは不適合か。

◼ このため、厳気象対応に用いる計画外停止率は当面は従来の2.6%を用いることでどうか。

◼ なお、従来の調査手法においても、数日後の制約は計画外停止として扱えないなど課題があるため、EUE算定向け
計画外停止率の変化も見極めつつ、厳気象における計画外停止率については継続検討することとしたい。

＜夏季・冬季の厳気象対応の算定のイメージ＞

厳気象H1需要想定
(不等時性考慮)

電源の計画外停止考慮
(H3需要想定×109%×2.6%)

厳気象H1需要想定×3%
(不等時性考慮)

H3需要想定

H3需要想定×9%
偶発的需給変動7%+
持続的需要変動2%※

厳気象対応

厳気象対応を考慮した供給力
＝厳気象H1需要想定×103%

※持続的需要変動については、第77回の本委員会の整理に基づき、1%から2%に見直し



42（参考）至近の本委員会の議論状況（稀頻度リスク・厳気象対応）

【出典】第78回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html

◼ 以上より、厳気象対応については第78回（2022年10月19日）本委員会提案の通り、春季・秋季については
H3需要想定の2%、夏季・冬季についてはH3需要想定の3%となる。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html
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【参考】
これまでの検討状況を踏まえた目標調達量の試算について
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◼ これまでの本委員会において、②年間停止可能量の最終結論を除き、①～④の検討が完了したため、検討結果を
踏まえて2026容量市場の目標調達量の変化量について試算した。

◼ なお、全体像については改めて1月の本委員会にてご議論いただきたい。

これまでの議論内容の整理について（現時点）

供給信頼度における検討事項 EUE算定におる現状整理 見直し結果（現時点）

①
高需要期以外での需給ひっ迫を踏まえ、春季・秋季
についても、厳気象・稀頻度対応リスク分を考慮す
る必要があるのではないか。

夏季・冬季のみ厳気象対応(2%)
と稀頻度リスク対応(1%)を考慮

稀頻度リスク：年間を通して1%

厳気象対応：夏季冬季3%

春季秋季2%

②

今般の需給ひっ迫等で事業者に多くの補修停止計
画の調整を求めている状況を踏まえ、年間計画停止
可能量及び追加設備量の考え方を改めて整理す
る必要があるのではないか。

2019年度供給計画の計画停止
量を参考に、年間計画停止可能
量1.9ヶ月を確保するための追加設
備量を算定。

至近3カ年の供給計画諸元により
2.1ヶ月と算定

容量停止計画の調整状況も確認の
上判断することとしている

③

今般の需給ひっ迫の要因の一つである電源の計画
外停止について、計画外停止率及び算定の考え方
が実態と乖離していないか確認する必要があるの
ではないか。

計画外停止率は至近3ヵ年平均の
実績から算定し、3年周期で見直し。

翌日計画で稼働予定の電源を対
象に、計画外停止実績を集約。

EUE算定向け計画外停止率と定義
し再算定（火力では4.3%）

厳気象対応等に用いている計画外
停止率は当面従来の2.6%と整理

④

今般の需給ひっ迫の要因の一つである連系線の運
用容量減少について、供給信頼度評価においても、
連系線の計画外停止や

運用容量減少を考慮する必要があるのではないか。

連系線の計画外停止等は織り込ま
ず、健全な状態(年間運用容量)と
して算定

引き続き健全な状態（年間運用容
量）にて算定



45（参考）持続的需要変動対応の検討結果について

【出典】第77回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料1-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_77_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_77_haifu.html


46～ これまでの検討状況を踏まえた目標調達量の増加試算について ～

◼ これまでの検討状況を反映し、持続的需要変動対応2%、稀頻度リスク年間を通して1%、厳気象対応春季・秋
季2%、夏季・冬季3%、年間計画停止可能量2.1ヶ月とした場合、2026容量市場において目標調達量が957
万kW程度増加する試算結果となる。

＜見直し前＞

供給力

9月 10月11月12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月

供給力

9月 10月11月12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月

厳気象対応・
稀頻度リスク

追加設備量
881万kW
(+641万kW)※2厳気象対応・

稀頻度リスク
477万kW

厳気象対応・
稀頻度リスク
636万kW
(+159万kW)

目標調達量
18,593万kW
(＋957万kW)

停止可能量
減少

追加設備量
240万kW※1

目標調達量
17,636万kW

＊2026容量市場向けの諸元を使用した比較

※2 持続的需要変動を2%に見直したうえで、仮に、春季・秋季に、厳気象対応
2%・稀頻度リスク1%を必要量として織り込み、年間計画停止可能量2.1ヵ月
とした場合の試算

※1 持続的需要変動を1%を必要量に加算したうえで、年間計画
停止可能量1.9ヵ月とした場合

＜見直し後＞


